
 
平成１８年３月期  個別中間財務諸表の概要         平成１７年１０月２７日 

 
 
上 場 会 社 名 大同特殊鋼株式会社         上場取引所    東、名 
コ ー ド 番 号 ５４７１                   本社所在都道府県 愛知県 
(ＵＲＬ http://www.daido.co.jp/) 
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 小澤 正俊 
問合せ先責任者 役職名 総 務 部 長 氏名 野村 敏夫 ＴＥＬ（０５２）２０１－５１１２ 
決算取締役会開催日 平成１７年１０月２７日          中間配当制度の有無    有 
中間配当支払開始日 平成１７年１２月１２日         単元株制度採用の有無 有(1 単元 1,000 株) 
 
 
１．１７年９月中間期の業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 
（１）経営成績               （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 
売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

       百万円    ％       百万円    ％       百万円    ％
１７年９月中間期  １４４，１１７  １６．５    ７，２８９  ６０．１    ８，３０５  ７４．９
１６年９月中間期  １２３，７３９  １９．３    ４，５５３  ９７．８    ４，７４７ １１６．３

１７年３月期  ２５７，０２７    ８，７２８    ９，３２１ 

 

 
中間（当期）純利益 

１株当たり中間 
（当期）純利益 

 

       百万円    ％         円    銭  
１７年９月中間期    ５，０３９ １２５．６      １１   ６１  
１６年９月中間期    ２，２３３  ６３．５       ５   １４  

１７年３月期    ４，８８０      １１   ０８  

(注)①期中平均株式数 17年9月中間期 434,191,270株  16年9月中間期 434,278,703株  17年3月期 434,259,773株 

  ②会計処理の方法の変更  有 

  ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
（２）配当状況 

 １ 株 当 た り 
中 間 配 当 金 

１ 株 当 た り 
年 間 配 当 金 

 

      円   銭      円   銭  

１７年９月中間期    ３  ００   

１６年９月中間期    ２  ００   

１７年３月期       ５  ００  

 
（３）財政状態 

 
総  資  産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

        百万円        百万円          ％      円   銭
１７年９月中間期   ３１２，６４３   １１１，０５１     ３５．５   ２５５  ７８ 
１６年９月中間期   ２８７，７２８   １０１，７５６     ３５．４   ２３４  ３２ 

１７年３月期   ２９８，２７３   １０４，４９５     ３５．０   ２４０  ４９ 

(注)①期末発行済株式数 17年9月中間期 434,168,887株 16年9月中間期 434,266,168株 17年3月期 434,210,972株 

  ②期末自己株式数  17年9月中間期   318,806株 16年9月中間期   221,525株 17年3月期   276,721株 

 
 

 ２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 
１株当たり年間配当金 

売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 
期  末 

      百万円      百万円      百万円    円  銭    円  銭 
通   期 ３０４，０００ ２０，０００ １２，０００ ３ ００ ６ ００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 27円 64銭 
 

 上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生する状況の変化によっては異なる業績結果 

 となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業績予想に関する事項は、決算短信(連結)の添付資料７ページをご参照下さい。 

 

 

http://www.daido.co.jp/
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１．個 別 財 務 諸 表 等 

 

 

  （１）セグメント別売上高 

                                       （単位：金額 百万円） 

当 中 間 期 

自平成17年4月 1日 

至平成17年9月30日 

前 中 間 期 

自平成16年4月 1日

至平成16年9月30日

 

増   減 

前   期 

自平成16年4月 1日

至平成17年3月31日

期 別 

 

 

 

ｾｸﾞﾒﾝﾄ別 金   額 金   額 金  額 金   額 

特 殊 鋼 鋼 材 
(679,486) 

92,456 

(659,914) 

77,125 

(19,572) 

15,330 

(1,334,967) 

159,133 

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ材料 12,712 14,268 △  1,555 27,626 

自動車部品・ 

産業機械部品 
28,138 22,977 5,161 48,281 

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝｸﾞ 6,228 5,743 484 14,506 

新  素  材 4,580 3,624 956  7,478 

計 144,117 123,739 20,378 257,027 

 

うち輸出高 

（輸出比率） 

18,111 

(12.6%) 

15,739 

(12.7%) 

2,371 

(△0.1%) 

31,355 

(12.2%) 

  （注）特殊鋼鋼材（ ）内は重量でトン。 
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 （２）中間損益計算書 

                                         （単位：百万円） 

 

科   目 

当 中 間 期 

自平成17年4月 1日

至平成17年9月30日

前 中 間 期 

自平成16年4月 1日

至平成16年9月30日

 

増  減 

前   期 

自平成16年4月 1日

至平成17年3月31日

（経常損益の部） 

営 業 損 益 

営 業 収 益 

売 上 高 

営 業 費 用 

売 上 原 価 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

営 業 外 損 益 

営業外収益 

受取利息及び配当金 

そ の 他 

計 

営業外費用 

支 払 利 息 

そ の 他 

計 

１４４，１１７

１２３，５５５

１３，２７１

７，２８９

１，４７１

９１２

２，３８４

５７８

７８９

１，３６８

１２３，７３９

１０６，３５７

１２，８２８

４，５５３

１，２２５

５７９

１，８０４

８３８

７７１

１，６１０

 

 

 

２０，３７８ 

 

１７，１９８ 

４４３ 

２，７３６ 

 

 

２４５ 

３３３ 

５７９ 

 

△   ２６０ 

１７ 

△   ２４２ 

２５７，０２７

２２２，７３０

２５，５６８

８，７２８

２，１９７

１，０７５

３，２７３

１，４２１

１，２５８

２，６７９

経  常  利  益 ８，３０５ ４，７４７ ３，５５７ ９，３２１

（特別損益の部） 

特 別 利 益 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 

投資有価証券売却益 

関係会社株式売却益 

そ の 他 

計 

特 別 損 失 

特 別 退 職 金 

投資有価証券評価損 

そ の 他 

計 

５５

１５

―

―

７０

５９４

４

３３

６３２

１３７

９７

２０

―

２５５

１，３９９

３

１８１

１，５８４

 

 

△    ８２ 

△    ８２ 

△    ２０ 

― 

△   １８４ 

 

△   ８０５ 

     ０ 

△   １４７ 

△   ９５１ 

１８７

３８０

２０

１５７

７４５

２，１０７

３

１８９

２，３００

税引前中間(当期)純利益 ７，７４３ ３，４１８ ４，３２４ ７，７６６

法人税、住民税及び事業税 

 法 人 税 等 調 整 額 

１，１２６

１，５７７

２２

１，１６３

１，１０４ 

４１４ 

４４

２，８４２

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ５，０３９ ２，２３３ ２，８０５ ４，８８０

前 期 繰 越 利 益 ４，２１３ ４，３３２ △   １１８ ４，３３２

中 間 配 当 額 ― ― ― ８６８

中間（当期）未処分利益 ９，２５２ ６，５６５ ２，６８７ ８，３４３
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  （３）中間貸借対照表 

                                         （単位：百万円） 

科   目 
当中間期末 

(平成17年9月30日現在)

前 期 末 

(平成17年3月31日現在)

増  減 
前中間期末 

(平成16年9月30日現在)

（資 産 の 部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

棚 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

短 期 債 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物

機 械 装 置

土 地

そ の 他

無形固定資産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

貸 倒 引 当 金

 

  １４９，５３７

３，１１２

１，７３４

５９，７２１

６１，１２１

１，７２５

１９，６６４

２，４６０

△       ２

  １６３，１０５

   ９０，６６５

２０，２３７

４８，５６６

１１，６１７

１０，２４４

      ３１６

   ７２，１２３

３３，５０４

２４，１２４

１４，６７７

△     １８３

  １４０，１９１

  ３，６０２

    ３，１２８

   ５４，０７７

５３，７２０

３，１８６

２０，０３８

２，４３９

△       ３

  １５８，０８２

   ９０，９９６

２０，１９９

４９，９８２

   １１，６１７

    ９，１９６

      ３４１

   ６６，７４４

２８，１９０

２４，１２４

１４，６９９

△     ２７０

 

    ９，３４６ 

△     ４９０ 

△   １，３９４ 

５，６４３ 

７，４００ 

△   １，４６０ 

△     ３７４ 

２０ 

１ 

 

 

    ５，０２３ 

△     ３３０ 

３７ 

△   １，４１６ 

― 

１，０４８ 

△      ２５ 

    ５，３７９ 

５，３１４ 

― 

△      ２２ 

８７ 

  １２８，６９８

４，４７１

２，７３２

４８，５１０

５０，２３５

１，３１１

１８，９９５

２，４４２

△       ２

  １５９，０３０

   ９１，８３６

２０，６０１

５１，７５１

１０，４５２

９，０３０

      ２６１

   ６６，９３２

２６，１９１

２４，１２４

１６，９０３

△     ２８７

資 産 合 計 ３１２，６４３   ２９８，２７３ １４，３６９ ２８７，７２８
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                                         （単位：百万円） 

科   目 
当中間期末 

(平成17年9月30日現在)

前 期 末 

(平成17年3月31日現在)

増  減 
前中間期末 

(平成16年9月30日現在)

（負 債 の 部） 

流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年内償還予定社債

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

社 債

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

負 債 合 計 

 

（資 本 の 部） 

資  本  金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金 

任 意 積 立 金

中間(当期)未処分利益

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式 

資 本 合 計 

  １１７，４１２

５，６０２

４３，５７３

４１，１６０

３，０００

１，０５４

３，１４０

１９，８８２

   ８４，１７９

２０，０００

５５，８００

８，３５５

２３

２０１，５９２

   ３７，１７２

   ２８，６９２

９，２９３

１９，３９９

   ３４，５３４

２５，２８１

９，２５２

   １０，７４２

△      ９０

１１１，０５１

  １１１，６８１

５，８５５

４０，８８３

３９，２６０

３，０００

４１３

３，１５０

１９，１１８

   ８２，０９７

２０，０００

５５，８００

６，２１６

     ８０

  １９３，７７８

   ３７，１７２

   ２８，６８９

９，２９３

１９，３９５

   ３０，８６８

２２，５２４

８，３４３

    ７，８３１

△      ６６

１０４，４９５

 

    ５，７３１ 

△     ２５３ 

２，６９０ 

１，９００ 

― 

６４０ 

△      １０ 

７６３ 

    ２，０８２ 

― 

― 

２，１３９ 

△      ５７ 

７，８１３ 

 

 

        ― 

        ３ 

― 

３ 

    ３，６６６ 

２，７５７ 

９０８ 

   ２，９１０ 

△      ２４ 

６，５５６ 

  １０５，１１４

５，０８０

３６，８８３

４０，３８０

―

１７４

２，６００

１９，９９５

   ８０，８５７

２３，０００

５５，８００

１，９８２

７５

１８５，９７２

   ３７，１７２

   ２８，６８３

９，２９３

１９，３９０

   ２９，０８９

２２，５２４

６，５６５

    ６，８５３

△      ４２

１０１，７５６

 負債及び資本合計 ３１２，６４３ ２９８，２７３ １４，３６９ ２８７，７２８
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中間財務諸表作成のための基本となる事項 
 

１．資産の評価基準および評価方法 

 (1)有 価 証 券 子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法 

          その他有価証券 

           時価のあるもの…………………中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                         (評価差額は全部資本直入法により処理し、売却 

                          原価は移動平均法により算定しております。) 

           時価のないもの…………………移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合 

への出資（証券取引法第２条第２項により有価証券と 

みなされるもの）については、組合契約に規定される 

決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎 

とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっており 

ます。 

 (2)デリバティブ ………………………………………時価法 

 (3)棚 卸 資 産 製品・半製品・仕掛品……………総平均法による原価法 

          原材料・貯蔵品……………………移動平均法による原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 (1)有形固定資産････定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物(建物附属設備を除く) 

           は定額法）によっております。 

           ただし、知多工場、知多型鍛造工場および知多帯鋼工場は定額法によっており 

           ます。 

           なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

              建 物   7～50 年 

              機 械 装 置   4～17 年 

 (2)無形固定資産････定額法によっております。 

           なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年) 

           に基づいております。 

 (3)長期前払費用････均等償却によっております。 

 

３．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算の基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処 

 理しております。 

 

４．引当金の計上基準 

 (1)貸倒引当金･･････債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸 

           倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額 

           を計上しております。 

 (2)賞与引当金･･････従業員および兼務役員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に応じた支給 

           見込額を計上しております。 

 (3)退職給付引当金･･従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および年金資産の 

           見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上してお 

           ります。 

           数理計算上の差異は、10 年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌 

           期から費用処理しております。 

           過去勤務債務は、10 年による定額法により按分した額を費用処理しております。 
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５．収益の計上基準 

  長期・大型の請負工事（工期１年超・請負金額５億円以上）については、工事進行基準を採用して 

 おります。 

 

（会計方針の変更） 

 工事進行基準を適用する長期大型工事は、従来、工期１年超かつ請負金額 10 億円以上の工事として 

おりましたが、受注工事の請負金額が従来に比べて小型化しており、今後もその傾向が継続すると見 

込まれることから、期間損益計算の一層の適正化を図るため、当中間会計期間から、工事進行基準を 

適用する長期大型工事を、工期１年超かつ請負金額５億円以上の工事に変更いたしました。この変更 

により、従来の方法によった場合に比べ、当中間会計期間の売上高は 70 百万円、営業利益、経常利益 

および税引前中間純利益は２百万円それぞれ増加しております。 

 

６．リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 

 は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

７．ヘッジ会計の方法 

 (1)ヘッジ会計の方法････････金利スワップについて特例処理の要件を満たしているため、特例処理に 

               よっております。 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象･･当中間期にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のと 

               おりであります。 

                 ヘッジ手段…………金利スワップ 

                 ヘッジ対象…………借入金 

 (3)ヘッジ方針･･････････････金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

 (4)ヘッジ有効性評価の方法･･金利スワップについては特例処理によっているため、有効性の評価を 

               省略しております。 

 

８．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  なお、仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示してお 

ります。 

 

９．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す 

る意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日）)および「固定資産の減損に係る会計基準の適用 

指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用しております。これによる税引 

前中間純利益に与える影響はありません。 
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中間財務諸表の注記事項 

 

   当中間期  前    期    前中間期 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額  257,351百万円 255,416百万円  251,320百万円

 

２．有形固定資産から直接控除した 

  圧縮記帳額 

 758百万円 690百万円  693百万円

 

３．偶発債務 

 (1)保 証 債 務 

   ( )内は、当社負担分を示した内数 

 (2)手形債権流動化に伴う買戻し義務額 

 

4,043百万円

(1,190百万円)

807百万円

 

4,221百万円 

(1,063百万円)

322百万円 

 

4,510百万円

(1,034百万円)

289百万円

 (3)有限会社タカクラ・ファンディング・コーポレーションに対して、同社の有する建物が天災地変 
   により滅失または毀損した場合、524 百万円を累積限度とする追加出資義務（匿名組合契約）を 
   負っております。 

 

４．自己株式 

   普 通 株 式 

318,806株

90百万円

276,721株 

66百万円 

 221,525株

42百万円

 

５．リース取引 

  ＥＤ I ＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

 

６．子会社株式および関連会社株式で時価のあるもの  
  

 貸借対照表計上額 2,060 百万円 2,060 百万円 2,060 百万円

子会社株式 時      価 7,471 百万円 5,183 百万円 3,997 百万円

 差      額 5,411 百万円 3,123 百万円 1,937 百万円

 貸借対照表計上額 4,990 百万円 4,990 百万円 4,990 百万円

関連会社株式 時      価 7,442 百万円 6,394 百万円 5,363 百万円

 差      額 2,452 百万円 1,404 百万円 372 百万円

 

   なお、記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 


